
事務事業コード

施策名 　内 直接事業費 1 　担当部課名

　内 人件費 2 　評価責任者氏名

3 　妥当性評価

　内 直接事業費 4 　有効性評価

　内 人件費 5 　効率性評価

10101010

参加と協働の推進 757,393 1 企画部　企画課

5,351,250 2 仲谷　和也

3 高い

1,270,644,705 4 高い

6,849,363 5 普通 改善の効果 普通

10103010

参加と協働の推進 94,815,000 1 総務部　総務課

4,923,324 2 伊藤　英洋

3 極めて高い

96,583,000 4 高い

5,085,645 5 高い 改善の効果 普通

10104010

参加と協働の推進 21,307,000 1 総務部　総務課

2,809,602 2 伊藤　英洋

3 高い

20,205,000 4 高い

3,251,041 5 高い 改善の効果 普通

10105010

参加と協働の推進 854,848 1 企画部　企画課

4,273,729 2 仲谷　和也

3 高い

897,366 4 高い

4,584,362 5 普通 改善の効果 普通

10106010

参加と協働の推進 338,228 1 企画部　企画課

6,239,800 2 仲谷　和也

3 高い

383,995 4 高い

6,277,766 5 普通 改善の効果 普通

10201010

地域防犯・交通安全の推進 22,300,094 1 総務部　総務課

11,586,949 2 伊藤　英洋

3 高い

17,605,348 4 高い

12,307,399 5 普通 改善の効果 普通

10202010

地域防犯・交通安全の推進 4,102,000 1 総務部　総務課

2,404,718 2 伊藤　英洋

3 高い

4,395,000 4 高い

2,378,187 5 高い 改善の効果 普通

・引き続き地域や現地の状況にあった防犯灯設備等に対す
る補助を行い、防犯力の向上を図る。
・引き続き防犯灯のLED化を促進する。地域防犯施設整備支援

事業

6,773,187
7

地域住民自らの創意工夫と共助による「みんなで
支えあう暮らしやすいまち」を実現するため、地域
コミュニティ団体の防犯施設の整備を支援する。

6,506,718 事 務 事 業 評 価

・犯罪を防止するために地域が整備する防犯施設
に対して支援が必要である。
・防犯灯の長寿命化のためにLED化を促進する必
要がある。

・地域要望に基づき、防犯灯の新設（39基）に必要な
経費の補助を行うことで、地域防犯力の向上が図ら
れた。
・防犯灯のLED化等（243基）に必要な補助を行うこと
で、設備の長寿命化が図られた。

・男女共同参画への意識をより高めるため、男女共同参画
推進プランⅡに基づき、今後も一層の啓発活動や市民のス
キルアップに努める。
・男女共同参画フェスティバルへの市民参加や、男女共同
参画意識が芽生える環境づくりを実現するため、啓発に努
めていく。

男女共同参画推進事業
6,661,761

6

市民が安心して暮らすことのできるまちづくりを推
進するため、防犯指導員の青色パトロールカーに
よる地域巡回や、各地区、各種団体への防犯講
習等を実施し、警察、防犯協会連合会との連携
による防犯啓発活動や防犯に関する情報発信等
を実施する。

33,887,043 事 務 事 業 評 価

・窃盗犯（侵入盗、乗物盗、車上ねらい）などの犯
罪の認知件数が増加傾向にあるため、防犯意識が
浸透するよう、啓発活動を継続的に実施する必要
がある。

・安心安全なまちづくり推進協議会において、各団体
の取組状況等を情報共有した。
・防犯指導員４人による地域巡回を行った。
・警察・防犯協会と連携した防犯キャンペーン等を実
施し、市民の防犯に対する意識の高揚を図った。

・各種団体と連携した防犯活動を継続して実施し、市民の
防犯意識の向上に努めるとともに、地域の見守り活動を拡
充し、犯罪被害の防止を図る。
・防犯指導員による地域巡回を継続して実施し、犯罪抑止
に努める。

5
田原市男女共同参画推進プランに基づき、市
民、各種団体、事業者及び行政の連携により男
女共同参画社会の実現を図る。

6,578,028 事 務 事 業 評 価

・啓発業務については、市民提案に基づき市民活
動団体に委託している。
・男女共同参画に関する意識については、市民にも
徐々に理解が広がってきているが、まだ十分でない
ため、継続して男女共同参画を推進していく必要が
ある。

・男女共同参画フェスティバルとエコフェスタを合同で
「田原市SDGsフェスタ2023」として開催し、相乗効果
を図った。
・パートナーシップ制度について、愛知県内自治体間
での転出入の手続きの簡素化を図るため、県内18自
治体で連携協定を締結した。

防犯啓発・地域巡回事
業

29,912,747

4
市民協働によるまちづくりを推進するため、ＮＰＯ等
の市民活動団体に対する情報提供や活動情報
の発信等を支援する。

5,128,577 事 務 事 業 評 価

・市民活動団体の自立と活動の充実を図るため、
市民活動支援センターを設置し、運営を市民活動
団体に委託している。
・市民活動支援センターの認知度や活用実績が伸
び悩んでいるため、情報発信の手法や業務内容を
検討する必要がある。

・市民活動支援センターにおいて、市民活動相談・支
援、市民活動団体への取材やアウトリーチ等を行っ
た。また、SNS等を活用し、センターの認知度向上を
図るとともに、市民活動団体等への情報提供や組織
の情報発信を行った。
・センターの特色・自主性を活かした「しみんのひろば
(イベント)」を開催した。

・市民活動支援センターでの情報発信の充実、しみんのひ
ろばの企画運営を含め、センター運営の充実、認知度の向
上を図る。
・コミュニティやボランティア活動センターとの連携など、活
動組織間との連携の拡大・強化を図るとともに、人材育成に
努める。

ＮＰＯ活動振興事業
5,481,728

コミュニティ活動支援事
業

101,668,645

3

地域住民自らの創意工夫と共助による「みんなで
支えあう暮らしやすいまち」を実現するため、地域
コミュニティ団体の活動拠点となる施設等の整備
を支援する。

24,116,602 事 務 事 業 評 価

・市民協働や市民参加を一層推進するため、市民ニーズに
適した推進方策を検討する。
・啓発については一層分かりやすい市民参加のPR方法など
について検討する。
・補助金制度を活用しやすくするため、補助金制度の見直し
を行う。

協働のまちづくり体制確
立事業

1,277,494,068

2

地域住民自らの創意工夫と共助による「みんなで
支えあう暮らしやすいまち」を実現するため、市民
協働の基礎的団体として位置付けている地域コ
ミュニティ団体の活動を支援する。

99,738,324 事 務 事 業 評 価

自治会等の地域コミュニティ団体は、地域に応じた
活動を行っており、その自主的な地域づくり活動を
推進するため、継続した支援が必要である。

・各コミュニティ協議会へのまちづくりアドバイザー（２
～３名）の派遣、市からの依頼業務への協力費及び
地域活動に必要な運営費の助成を行うことで、地域
活動の維持及び促進が図られた。

・引き続き人的支援、財政的支援を行うことで、地域活動の
活性化を図る。

自治会等の地域コミュニティ団体は、地域に応じて
必要な施設整備や備品購入等を行っており、地域
コミュニティ団体のニーズに即した支援策が必要で
ある。

・地域に必要な施設等の整備に係る費用を支援する
ことで、地域の活動基盤の維持及び強化が図られ
た。

・継続した支援制度により、地域の活動拠点整備、充実、地
域の強化を図る。
・補助対象や補助上限について、今の時代やニーズに即し
た支援制度となるよう見直しを図る。

コミュニティ施設等整備
支援事業

23,456,041

R6年度以降の
課題解決に向けた取組方針

（今後3～5年程度をイメージ）事務事業名
R5年度決算額（円）

1

田原市市民協働まちづくり条例に基づき、総括的
な協働体制の構築、市民公益活動のきっかけづ
くりの支援等により、市民協働のまちづくりを推進
する。

6,108,643 事 務 事 業 評 価

・市民との協働を推進するため、市民協働まちづく
り事業補助金や啓発活動を実施している。
・補助制度の内、チャレンジ枠、人材養成枠は応
募が少ない状況となっている。そのため、市民活動
のニーズに合った制度運用が必要である。

・市民協働まちづくり会議を主体に、市民協働や参
画、補助制度について啓発を実施した。
・社会貢献活動災害補償保険に加入し、引き続き市
民公益活動を支援した。
・補助金制度実績　２団体（通常枠１、少額枠1）

No 事務事業の目的

R4年度決算額（円） 事 務 事 業 評 価

事務事業の現状・課題 R5年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果
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R6年度以降の
課題解決に向けた取組方針

（今後3～5年程度をイメージ）事務事業名
R5年度決算額（円）

No 事務事業の目的

R4年度決算額（円） 事 務 事 業 評 価

事務事業の現状・課題 R5年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

10203010

地域防犯・交通安全の推進 3,504,110 1 総務部　総務課

3,251,909 2 伊藤　英洋

3 高い

5,125,197 4 高い

3,445,330 5 普通 改善の効果 普通

10203020

地域防犯・交通安全の推進 196,380 1 総務部　総務課

33,093,824 2 伊藤　英洋

3 極めて高い

185,491 4 高い

36,108,851 5 普通 改善の効果 普通

10203030

地域防犯・交通安全の推進 2,108,496 1 総務部　総務課

900,862 2 伊藤　英洋

3 普通

1,552,966 4 普通

887,538 5 普通 改善の効果 普通

10204010

地域防犯・交通安全の推進 5,035,250 1 総務部　総務課

2,034,586 2 伊藤　英洋

3 高い

4,445,650 4 高い

2,011,444 5 普通 改善の効果 普通

10204030

地域防犯・交通安全の推進 1,072,720 1 渥美支所　地域課

1,451,670 2 小久保　義則

3 高い

1,356,465 4 高い

1,588,343 5 普通 改善の効果 普通

10301010

環境共生まちづくり 17,412,561 1 市民環境部　環境政策課

30,998,529 2 中村　和広

3 高い

14,282,901 4 高い

29,612,151 5 普通 改善の効果 高い

10402010

環境保全の推進 8,754,066 1 市民環境部　環境政策課

18,595,235 2 中村　和広

3 高い

8,302,499 4 高い

19,123,477 5 普通 改善の効果 高い

・再生可能エネルギー及びゼロエミッション車等の導入補助
を実施しながら、制度内容や拡充について検討していく。
・菜の花エコプロジェクトについて、NPOや菜の花エコサポー
ター、地域等と連携した活動モデルを検討する。
・脱炭素社会の実現を含め、たはらエコ・ガーデンシティ構
想実現のため、市民や事業者に向けた普及啓発等を継続
して行う。

エコ・ガーデンシティ構想
推進事業

43,895,052

14
田原市環境保全計画の推進と進行管理及び、各
種関連計画の総合的な推進を図る。

27,349,301 事 務 事 業 評 価
・田原市の環境状況を把握するため、水質、大気、
振動・騒音といった生活環境に関する各種測定を
実施している。測定結果について、異常値等が見
受けられる場合は必要に応じて現場の確認、原因
者への指導を行っている。
・農業や畜産由来の汚水が原因とされる水質や悪
臭に対する苦情が多い。

・環境保全計画について、分野別環境像の見直し等
の中間改訂しを行った。
・環境パトロールにより、堆肥製造事業所への定期訪
問や、耕作地の堆肥の適正散布を呼び掛けることで、
苦情発生の抑制に繋がった。

・水質、大気汚染、騒音・振動調査等を継続して行い、現状
把握に努め、健全な生活環境の保全を図る。
・苦情については、今後も関係機関と協力して事業所の適
正管理、パトロールを強化し、原因者に対して適正な指導を
行う。

13

地域資源を活用し、環境と共生する豊かで持続
する地域を目指した「たはらエコ・ガーデンシティ
構想」の実現を図る。また、たはらエコ・ガーデンシ
ティ推進計画の一層の推進を図るため、総合調
整、進行管理を実施する。

48,411,090 事 務 事 業 評 価 ・たはらゼロカーボンシティ推進事業費補助金等に
よる再生可能エネルギー及びゼロエミッション車導
入促進のほか、菜の花エコプロジェクトの推進、普
及啓発などについて活動団体等と連携し行ってい
る。
・脱炭素社会の実現を目指すため、市民や事業者
に向けた普及啓発等を継続して行っていく必要が
ある。

・再生可能エネルギー及びゼロエミッション車等の導
入補助のほか、公共施設への再生可能エネルギー
等導入事業公募型プロポーザルを実施した。
・菜の花エコプロジェクトについて、菜の花エコサポー
ター制度の運用を支援し、活動の拡大を図った。

環境保全対策事業
27,425,976

・道路反射鏡等の設置要望箇所について、地域と協議を行
い、真に必要な場所を選定し、危険箇所の改善を図る。
・修繕の迅速かつ適切な対応を行うとともに、不要となった
交通安全施設の撤去を進める。交通安全施設整備事業

6,457,094

12
安全な道路交通を確保するため、道路反射鏡等
の交通安全施設の修繕を実施するとともに、適切
な維持管理を行い、交通事故を防止する。

2,524,390 事 務 事 業 評 価

公衆用道路に設置されている道路反射鏡等の交
通安全施設の適切な維持管理を実施し、交通事
故防止を図る必要がある。

破損した施設の補修及び道路の危険箇所に視線誘
導標を設置し、市民の安全な道路交通を確保した。 交通安全施設の破損状況及び道路の危険箇所等の情報

連絡を密にし、迅速かつ適切な対応を行う。
交通安全施設維持管理

事業（渥美支所）

2,944,808

11
安全な道路交通を確保するため、市内の交通危
険箇所に道路反射鏡等交通安全施設を整備す
るとともに、施設の適切な点検・維持管理を行う。

7,069,836 事 務 事 業 評 価

・公衆用道路における危険箇所に道路反射鏡等
交通安全施設を設置して改善を行い、交通事故の
防止を図る必要がある。
・道路反射鏡等の適切な維持管理を実施する必
要がある。

・地域からの道路反射鏡等の設置要望に対し、必要
に応じた施設設置や危険防止のアドバイスなどを実
施し、危険箇所の改善を図った。
・道路反射鏡等の修繕を行い、不要となった交通安
全施設を撤去することにより、市民の安全な道路交
通を確保した。

・交通指導員による児童の登下校時の交通安全指導や見
守り、園児への交通安全教室を継続実施し、交通事故防止
と交通安全意識の定着を促進する。

交通指導事業
36,294,342

10
交通公園施設の利用を通して、交通安全に関す
る知識及びルールを身につけられるように、交通
公園の適切な管理運営を行う。

3,009,358 事 務 事 業 評 価 ・主に保育園、小学校等の交通安全教室に利用さ
れるほか、土・日・祝日に一般開放している施設で
あるため、適切な施設管理を行うとともに、公園内
の交通体験を通じて安全意識の高揚を図る必要が
ある。
・設備や乗り物に故障や破損が発生しているため、
施設の機能保持と利用者の安全確保を行う必要
がある。

・シルバー人材センターへ施設管理を委託し、交通公
園の開放を行った。
・公園利用を通じ、子どもたちに交通ルールの大切さ
を学ぶ機会を提供することにより、交通意識の高揚が
図られた。
・故障や破損に対して修繕を行い、施設の機能保持
と利用者の安全確保を行った。

・公園施設の適切な維持管理を行う。
・定期的な公園のPRを行い、利用促進を図る。

9

市内全小学校区に交通指導員を配置し、児童の
登下校時の事故防止を図るとともに、園児を対象
とした交通安全教室の実施や各種交通安全イベ
ントへの参加等、交通安全啓発活動を実施する。

33,290,204 事 務 事 業 評 価

・児童の登下校時の交通安全指導及び園児の交
通安全教室等を行い、事故防止と交通安全意識
の定着を図る必要がある。

・各小学校区に交通指導員23人を配置し、児童の登
下校時に交通安全指導を行った。
・交通指導員が園児を対象とした交通安全教室で交
通安全教育を行った。

交通公園運営事業
2,440,504

8

地域コミュニティ団体や警察等と協力し交通安全
街頭指導活動や街頭キャンペーン等を行うことに
より、市民の交通安全に対する意識の高揚を図
る。高齢運転者の運転免許証の返納支援及びシ
ニアカー購入に対する補助、自転車用ヘルメット
購入に対する補助を行う。

6,756,019 事 務 事 業 評 価

・交通事故の発生件数は概ね横ばいで推移してお
り、死亡事故も発生している。
・市民、関係団体、行政が一体となった交通安全
意識の高揚と、交通ルール順守の普及を行い、交
通事故の減少、特に高齢者の交通事故抑止を図
る必要がある。

・市民の交通安全意識の高揚を図るため、地域や警
察、交通安全推進協議会等と連携し、街頭指導等を
行った。
・運転免許証自主返納支援等を行ったことで、交通
事故抑止が図られた。

・高齢者が事故に絡むケースが増えていることから、高齢者
の事故防止に効果的なキャンペーン等の啓発活動に取り組
むとともに、引き続き高齢者が運転免許証を自主返納しや
すい環境づくりに取り組む。
・警察、関係諸団体と連携し、継続的に交通ルール順守の
普及を行い、交通事故の減少、特に交通死亡事故の抑止
を図る。

交通安全啓発事業
8,570,527
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10402020

環境保全の推進 1,957,283 1 上下水道部　下水道課

1,812,949 2 青木　護

3 高い

2,940,791 4 高い

1,995,813 5 普通 改善の効果 普通

10402080

環境保全の推進 0 1 市民環境部　環境政策課

19,621 2 中村　和広

3 普通

0 4 高い

21,800 5 普通 改善の効果 普通

10501010

衛生対策の推進 105,319,108 1 市民環境部　環境政策課

9,469,126 2 中村　和広

3 極めて高い

171,932,139 4 高い

9,889,334 5 普通 改善の効果 高い

10502010

衛生対策の推進 183,756 1 市民環境部　環境政策課

4,006,839 2 中村　和広

3 高い

238,599 4 高い

3,807,526 5 普通 改善の効果 普通

10502020

衛生対策の推進 1,353,465 1 市民環境部　環境政策課

6,385,028 2 中村　和広

3 高い

1,395,335 4 高い

6,637,643 5 普通 改善の効果 高い

10601010

資源循環の推進 71,949,818 1 市民環境部　廃棄物対策課

14,010,285 2 加藤　兼三

3 極めて高い

73,276,587 4 高い

18,849,221 5 高い 改善の効果 普通

10602010

資源循環の推進 300,592,901 1 市民環境部　廃棄物対策課

4,759,503 2 加藤　兼三

3 極めて高い

313,249,775 4 高い

7,732,601 5 普通 改善の効果 普通

・引き続き、資源ごみの再資源化を促進するため、排出方
式・収集頻度・収集方式等、随時見直しを行う。
・令和7年度からのごみ処理広域化や製品プラスチック再
資源化のための分別収集を踏まえ、ごみ収集頻度・収集方
式等を見直す。

ごみ収集事業
320,982,376

21
ごみステーション等に出された一般廃棄物の分別
収集を行い、ごみの減量化及び資源ごみの再利
用を促進し、生活環境の向上を図る。

305,352,404 事 務 事 業 評 価

・ステーション方式により分別収集し、ごみ減量化
や資源ごみの資源循環に向け、ごみの分別回収に
積極的に取り組んでいる。

・地域要望等により、ごみステーションの移設や集塵
箱の増設、収集用ネットの設置等を実施した。
・地区自治会と協力して、ごみステーションへの啓発
ラミネートの設置やごみの出し方に係る回覧文書を配
付した。

・狂犬病予防注射の実施率の向上を図る。
・愛知県動物愛護センターと連携し、野犬対策に努める。

狂犬病予防対策事業
8,032,978

20
廃棄物の適正処理及び減量化等を推進するた
め、ＰＲ等により住民意識の向上を図り、ごみ分別
の徹底や資源の再利用を促進する。

85,960,103 事 務 事 業 評 価

・講座やHP等による啓発を実施しているが、ごみ減
量・資源化の推進のためには、より住民意識の向
上にむけた取組が必要である。

・ほーもん講座、小学校環境学習（炭生館）等でごみ
減量・資源化を推進した。
・資源循環の推進のため、ごみの減量を促す動画を
作成した。

・地区自治会単位で説明会を実施し、ごみ処理広域化（生
ごみ分別を含む。）と併せて、ごみ減量・資源化の周知啓発
を図る。
・令和7年度のごみ処理広域化に向けた諸準備を進める。

ごみ減量・資源化推進
事業

92,125,808

19

狂犬病の発生を予防し、そのまん延を防止するた
め、狂犬病予防法に基づき犬の登録・管理と予
防注射を行う。
関係機関と連携して野犬対策を行う。

7,738,493 事 務 事 業 評 価

・狂犬病予防注射の実施率は、ほぼ横ばいである。
（R5年度94.2％）
・野犬は捕獲が難しく、特に成犬は捕獲器を設置し
てもなかなか捕獲できない。

狂犬病予防注射の通知、未実施者への再通知の発
送により、実施率の向上に努めた。
・狂犬病予防注射実施頭数　3,193頭
・新規登録頭数　246頭
・動物愛護センター捕獲頭数　19頭

適切な維持管理を実施し、安定したサービスの提供に努め
る。

斎場運営事業
181,821,473

18

防除活動及び衛生害虫駆除活動を推進し、公衆
衛生の向上を図る。
水道・井戸等の衛生管理や食中毒の予防対策を
行い、公衆衛生の向上を図る。

4,190,595 事 務 事 業 評 価
・専用水道、井戸等の適正な管理を推進するた
め、水道施設の立入検査や啓発を推進する必要
がある。
・近年、線状降水帯の発生等による大雨での浸水
被害が発生している。
・飼い主のいない猫による被害の苦情や相談があ
る。

・専用水道、簡易専用水道の立入検査を実施し、検
査、衛生管理指導をすることで、適正な管理を推進し
た。（11件）
・大雨による床上浸水した家屋について防疫作業を
実施した。（10件）
・飼い主のいない猫不妊去勢手術費補助金の創設に
ついて準備を進めた。

・専用水道、簡易専用水道の衛生指導を計画的に実施す
る。
・災害発生時の防疫活動を実施する。
・飼い主のいない猫不妊去勢手術費補助金の活用推進や
地域猫活動の担い手づくりに努める。

17
利用者への安定したサービスを行うため、田原斎
場の適正な維持管理を行う。

114,788,234 事 務 事 業 評 価

・利用者が安心安全に利用できるよう施設の修繕
工事を実施している。
・安定したサービスの提供のために、施設の適正な
維持管理が必要である。

・利用者が安心して利用できるよう、駐車場排水改良
工事や駐車場防護柵設置工事を実施した。
・旧渥美斎場の解体工事を実施した。
・安定した火葬業務を行うため、委託業者を公募型プ
ロポーザル方式で選定した。

生活衛生事業
4,046,125

下水道の計画区域外における定住化促進や生活環境整備
対策の観点から、引き続き適正な助成を実施する。

合併処理浄化槽整備支
援事業

4,936,604

16
中小企業者及び畜産事業者等が行う公害防除
施設等の整備事業に対し事業費助成を行うこと
により、公害防止を推進する。

19,621 事 務 事 業 評 価

・公害防止施設等整備費補助金（補助率100分の
15、限度額200万円）を交付している。
・補助金周知のため、広報紙とHPへの掲載を実施
している。

・広報紙及びHPにより、補助金の周知を実施したが、
補助対象事業者の設備投資のタイミングが合わない
と申請されないことがあるため、令和5年度の申請は
なかった。
・補助金のチラシを作成し周知すると共に、アンケート
調査を行い、ニーズ把握に努めた。

・事業者に補助金を交付するだけではなく、事業者が公害
防止施設の適正な管理をすることを指導し、包括的な公害
の発生防止抑制を図る。
・公害に繋がる苦情対応時において、原因が本事業により
改善される望みがある場合、事業者に対して補助金を紹介
し活用してもらうことで、公害の発生防止抑制を図る。

発生源対策整備支援事
業

21,800

15
生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止す
るため、合併処理浄化槽の普及推進を図る。

3,770,232 事 務 事 業 評 価

・合併処理浄化槽整備支援は、下水道等の整備
対象区域外の地域に居住する市民の生活環境整
備対策として実施していく必要がある。
・市内に多く存在する単独処理浄化槽を合併処理
浄化槽へ転換促進していく必要がある。

・ホームページや広報紙等で補助制度の周知を図っ
た。
・下水道等の整備対象区域外の小学校や市民館等
に対して、合併処理浄化槽の普及促進を図るための
啓発物品を配布した。
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10602020

資源循環の推進 4,765,584 1 市民環境部　廃棄物対策課

8,439,480 2 加藤　兼三

3 高い

7,729,763 4 普通

5,254,582 5 普通 改善の効果 普通

10603010

資源循環の推進 20,431,372 1 市民環境部　廃棄物対策課

3,897,378 2 加藤　兼三

3 高い

19,946,043 4 高い

4,696,160 5 普通 改善の効果 高い

10603020

資源循環の推進 14,776,127 1 市民環境部　廃棄物対策課

1,669,004 2 加藤　兼三

3 高い

12,196,870 4 高い

2,107,066 5 普通 改善の効果 高い

10603030

資源循環の推進 51,995,447 1 市民環境部　廃棄物対策課

33,564,174 2 加藤　兼三

3 高い

47,627,876 4 高い

35,297,128 5 普通 改善の効果 高い

10603040

資源循環の推進 91,196,384 1 市民環境部　廃棄物対策課

32,457,228 2 加藤　兼三

3 高い

111,350,529 4 高い

26,903,282 5 普通 改善の効果 高い

10603050

資源循環の推進 13,947,078 1 市民環境部　廃棄物対策課

16,141,420 2 加藤　兼三

3 高い

14,327,604 4 高い

15,036,863 5 普通 改善の効果 普通

10603060

資源循環の推進 23,460,918 1 市民環境部　廃棄物対策課

3,867,360 2 加藤　兼三

3 高い

59,616,396 4 普通

3,721,749 5 普通 改善の効果 普通

・引き続き、搬入ごみの適正化に努める。
・豊橋資源化センターへのごみの運搬を円滑に行っていく。
・資源化センターの統合を検討していく。

渥美資源化センター運
営事業

29,364,467

28
埋立終了後の処分場の維持管理を行うとともに、
処分場閉鎖に向けて処分場内の整備や返還用
地の整理を行う。

27,328,278 事 務 事 業 評 価

・平成31年2月に産業廃棄物の埋立を終了、令和
4年4月に処分場を廃止し、現在、処分場跡地の
返還に向け整備工事を行っている。
・令和6年末に返還予定のため、それに伴う事務手
続きを適切に進める必要がある。

・返還先の組合、整備事業者との協議を重ね、整備
工事を進めた。
・換地計画に基づく土地の合筆登記、分筆登記を
行った。

・現地については、令和6年8月末までに整備工事を終了さ
せ、整地後、境界杭等を設置する。併せて、地権者との土
地譲与契約を進め、令和6年中に全ての所有権移転登記
を行い事業を完了させる。

片浜埋立処分場運営事
業

63,338,145

27

一般廃棄物を適正に処理するため、資源ごみの
分別処理、粗大ごみ（可燃性）の解体処理及び
不燃ごみ等の最終処分場への搬出を行い、減量
化・資源化を図る。

30,088,498 事 務 事 業 評 価

・一般廃棄物を可燃ごみ、埋立不燃ごみ、資源ご
みに分別し、埋めるごみの減量化・資源ごみの再資
源化に取り組んでいる。

・搬入ごみの分別指導を行い、搬入ごみの適正化を
行った。

・引き続き、搬入ごみの適正化に努める。
・破砕施設の運転維持管理をするとともに、浸出水の適正
管理のため、老朽化した水処理施設設備を更新していく。
・豊橋資源化センターへのごみの運搬を円滑に行っていく。
・資源化センターの統合を検討していく。

東部資源化センター運
営事業

82,925,004

26

一般廃棄物を適正に処理するため、資源ごみの
分別処理、粗大ごみ（可燃性）の解体処理、剪定
枝・草等のチップ化処理及び不燃ごみ等の埋立
処分を行い、減量化・資源化を図る。

123,653,612 事 務 事 業 評 価

・一般廃棄物を可燃ごみ、埋立不燃ごみ、資源ご
みに分別し、また、剪定枝木・草等をチップ化して、
埋めるごみの減量化・資源ごみの再資源化に取り
組んでいる。
・水処理施設設備が経年劣化しているため、更新
が必要となっている。

・搬入ごみの分別指導を行い、搬入ごみの適正化を
行った。
・水処理施設設備の修繕を実施し、浸出水の適正管
理を行った。
・粗大ゴミ等を運ぶためのレンタカー事業を開始し、
利用者の利便性を向上させた。

・引き続き、搬入ごみの適正化に努める。
・老朽化した水処理施設設備等を更新していく。
・豊橋資源化センターへのごみの運搬を円滑に行っていく。
・焼却施設が役割を終え停止していることから、跡地利用を
考慮した施設整備方針を検討していく。
・資源化センターの統合を検討していく。

25

一般廃棄物を適正に処理するため、資源ごみの
分別処理、粗大ごみの破砕処理、各地区ステー
ション回収ごみを選別処理により、資源ごみ、可燃
ごみ、不燃ごみの分別を行い、減量化・資源化を
図る。

85,559,621 事 務 事 業 評 価

・一般廃棄物を可燃ごみ、埋立不燃ごみ、資源ご
みに分別し、埋めるごみの減量化・資源ごみの再資
源化に取り組んでいる。
・水処理施設設備が経年劣化しているため、更新
が必要となっている。

・搬入ごみの分別指導を行い、搬入ごみの適正化を
行った。
・水処理施設設備の修繕を実施し、浸出水の適正処
理を行った。

赤羽根環境センター運
営事業

138,253,811

・引き続き、浸出水の適正管理のため、老朽化した水処理
施設設備を更新していく。
残余容量については、減少状況を把握し、適正な埋め立て
を図っていく必要がある。

第二東部最終処分場運
営事業

24,642,203

24
搬入される割れガラス、陶磁器等の不燃ごみの
埋立処分を行うとともに、場内から排出される浸
出水を適正に処理する。

16,445,131 事 務 事 業 評 価

・不燃ごみ等の受入処理を適切に実施している。
・水処理施設設備が経年劣化しているため、更新
が必要となっている。

・水処理施設設備の修繕を実施し、浸出水の適正管
理を行った。 ・引き続き、搬入ごみの適正化に努める。

・浸出水の適正管理のため、老朽化した水処理施設設備を
更新していく。渥美最終処分場運営事

業

14,303,936

23

田原リサイクルセンター（炭生館）から搬出される
固形飛灰及び焼却残さの埋立処理を行うととも
に、場内から排出される浸出水を適正に処理す
る。

24,328,750 事 務 事 業 評 価

・炭生館から搬入される焼却残さの受入処理を適
切に実施している。
・水処理施設設備が経年劣化しているため、更新
が必要となっている。
・令和２年度から炭生館の炭化物も受け入れるよう
になったこともあり、残余容量の減少が進んでいる。

・水処理施設設備の修繕を実施し、浸出水の適正処
理を行った。

22
不法投棄を防止するため、不法投棄防止対策や
啓発等により住民意識を向上し、生活環境の保
全を図る。

13,205,064 事 務 事 業 評 価

・不法投棄防止パトロールやHP等による啓発を実
施しているが、不法投棄は減少しない状況にある。

・不法投棄が多発している場所を「重点地区」とし、重
点パトロールや不法投棄物の回収を実施した。
・地区自治会と協力した看板設置、啓発、監視カメラ
による取締りを行った。
・警察署と対策等の情報共有を行った。

・引き続き、不法投棄防止パトロールや看板設置により、住
民や関係者の意識の向上を図る。
・警察署や関係者と連携して、対策の強化を進める。

不法投棄防止対策事業
12,984,345
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事務事業の現状・課題 R5年度中に実施した課題解決や
事務改善に向けた取組の成果

10603080

資源循環の推進 683,536,485 1 市民環境部　廃棄物対策課

1,215,321 2 加藤　兼三

3 高い

661,291,215 4 普通

1,735,224 5 普通 改善の効果 普通

10603090

資源循環の推進 14,663,219 1 市民環境部　廃棄物対策課

1,172,104 2 加藤　兼三

3 高い

31,096,477 4 高い

1,560,314 5 普通 改善の効果 普通

10603100

資源循環の推進 1,261,468 1 市民環境部　廃棄物対策課

2,388,478 2 加藤　兼三

3 高い

3,000 4 高い

4,541,608 5 高い 改善の効果 高い

10603110

資源循環の推進 18,294,610 1 市民環境部　廃棄物対策課

6,022,442 2 加藤　兼三

3 高い

53,000,000 4 高い

8,132,035 5 高い 改善の効果 高い

3,649,946 事 務 事 業 評 価

・引き続き、豊橋市及び整備事業者と、広域処理及び広域
ごみ焼却処理施設に関する協議を行う。

豊橋田原ごみ処理広域
化事業

4,544,608

30
旧リサイクルセンター及び長田最終処分場跡地を
適正に管理する。

15,835,323 事 務 事 業 評 価

・旧リサイクルセンターの水処理施設が経年劣化の
ため、更新が必要となっている。
・長田最終処分場跡地については、引き続き、処
分場用地を返還していくための調整を行う必要があ
る。

・旧リサイクルセンターについては、水処理施設設備
の修繕を実施し、浸出水の適正管理を行った。
・両処分場とも除草作業等を実施し、適正管理を
行った。

・旧リサイクルセンターについては、老朽化した水処理施設
設備の更新をしていき、水処理施設以外は、解体・撤去を
進める。
・長田最終処分場跡地の返還について、地権者の高齢化と
後継者不足から返還後の土地の活用方法（農地）が見出
せていない。今後、地権者と話し合いを行い、返還するため
の方策を検討する。

ごみ中継施設の整備事業者と協議を実施し、建設を
進めた。 ・ごみ処理広域化に伴い、令和6年度末までにごみ中継施

設を整備する。
ごみ中継施設整備事業

61,132,035

・令和7年度から豊橋市とごみ処理広域化の実施
を予定しており、具体的な内容を両市で協議する
必要がある。

・豊橋市と、広域処理に関する協議を行った。
・広域ごみ焼却処理施設に関し、豊橋市及び整備事
業者と協議を行った。

29
PFI事業終了後の包括委託契約により、田原リサ
イクルセンターの運営及び管理を民間事業者に
委託し、ごみの再資源化を図る。

684,751,806 事 務 事 業 評 価

・令和2年度から、もやせるごみの炭化処理をPFI事
業から直営方式に変更した。
・令和7年度からの豊橋市とのごみ処理広域化ま
での委託契約としている。

・モニタリングにより、運営状況や維持管理状況等を
確認した。

・ごみ処理広域化までの間、モニタリングを委託事業者と実
施し、課題等を共有しながら適切に運営する。
・炭生館の施設閉鎖に向け、事業者との調整を進める。田原リサイクルセンター

運営事業

663,026,439

32

令和7年度からの豊橋市とのごみ処理広域化開
始までに、ごみ収集車で収集した廃棄物等を大型
車両に積み替えて豊橋市内の施設に運搬するた
めのごみ中継施設を整備する。

24,317,052 事 務 事 業 評 価

・令和7年度から豊橋市とごみ処理広域化の実施
を予定しており、それまでにごみ中継施設を整備す
る必要がある。

最終処分場跡地管理事
業

32,656,791

31
豊橋市とのごみ処理広域化を令和7年度に開始
し、共同でごみ焼却処理施設を整備・運営する。


